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(57)【要約】
データ伝送を制御するためのアプライアンスが説明される。アプライアンスは、リンクを
経由する第１のデータパケットのフローに関するデータを取得し、フローに対するトラン
スポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定するように構成されているパケットエンジ
ンを含む。アプライアンスは、第２のデータパケットを受信し、ＴＣＰ特性に基づいて、
伝送レートを決定し、１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデータ伝送制御を使用
すべきかどうかを決定し、第１のデータパケットの伝送を制御するように構成されたデー
タ伝送コントローラも含む。データ伝送コントローラは、レートベースのデータ伝送制御
が第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきであるという決定に応答
して、パケットエンジンに、第２のデータパケットをグループで伝送させるようにも構成
されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　データ伝送を制御するためのアプライアンスであって、前記アプライアンスは、
　リンクを経由した第１のデータパケットのフローに関するデータを取得し、前記フロー
に対するトランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定するように構成されている
パケットエンジンと、
　データ伝送コントローラと
　を備え、
　前記データ伝送コントローラは、
　第２のデータパケットを受信することと、
　前記ＴＣＰ特性に基づいて、伝送レートを決定することと、
　１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケッ
トの伝送を制御するために使用されるべきかどうかを決定することと、
　レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使
用されるべきであることの決定に応答して、前記パケットエンジンに前記第２のデータパ
ケットをグループで伝送させることと
　を行うように構成され、
　前記第２のデータパケットの各グループの伝送時間は、前記伝送レートに基づいて決定
される、アプライアンス。
【請求項２】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクに関連付けられたネットワークノードにおける待ち行列
遅延についての情報を含み、前記第２のデータパケットの前記グループのサイズは、前記
待ち行列遅延に基づいて決定される、請求項１に記載のアプライアンス。
【請求項３】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクのラウンドトリップ時間（ＲＴＴ）および輻輳ウィンド
ウサイズについての情報を含み、前記伝送レートは、前記ＲＴＴおよび前記輻輳ウィンド
ウサイズに基づいて決定される、請求項１または２に記載のアプライアンス。
【請求項４】
　前記ＴＣＰ特性は、前記第１のデータパケットのうちの少なくともいくつかに対応する
肯定応答の受信時間を含み、前記伝送レートは、前記第１のデータパケットのうちの前記
少なくともいくつかのデータサイズと前記受信時間のうちの少なくともいくつかとに基づ
いて決定される、請求項１－３のいずれか１項に記載のアプライアンス。
【請求項５】
　前記伝送レートは、前に決定された１つ以上の伝送レートを使用して決定される、請求
項１－３のいずれか１項に記載のアプライアンス。
【請求項６】
　前記データ伝送コントローラは、パケット損失の検出に基づいて、前記伝送レートが前
に決定された前記１つ以上の伝送レートに基づいて決定されるべきであることを決定する
ように構成されている、請求項５に記載のアプライアンス。
【請求項７】
　前記データ伝送コントローラは、前記伝送レートがストレッチ肯定応答の受信時間に基
づいて決定されるべきではないことを決定するように構成されている、請求項５または６
に記載のアプライアンス。
【請求項８】
　前記データ伝送コントローラは、前記第１のデータパケットのうちの１つ以上のものの
伝送後、前記第１のデータパケットのうちのいずれかに対応する肯定応答が前記リンクの
ラウンドトリップ時間（ＲＴＴ）に関連する期間内に受信されないことの決定に基づいて
、前記伝送レートが前に決定された前記１つ以上の伝送レートに基づいて決定されるべき
であることを決定するように構成されている、請求項５－７のいずれか１項に記載のアプ
ライアンス。
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【請求項９】
　前記１つ以上の基準は、前記輻輳ウィンドウサイズが少なくとも閾値と等しいことを含
み、前記データ伝送コントローラは、前記輻輳ウィンドウサイズが前記閾値より小さいこ
との決定に応答して、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送
を制御するために使用されるべきではないことを決定するように構成されている、請求項
３に記載のアプライアンス。
【請求項１０】
　前記１つ以上の基準は、前記決定された伝送レートで前記ＲＴＴ内に伝送されることが
可能なデータの第１のサイズが少なくとも閾値と等しいことを含み、前記データ伝送コン
トローラは、
　前記第１のサイズを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいかどうかを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいことの決定に応答して、レートベースのデータ
伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきではないこ
とを決定することと
　を行うように構成されている、請求項３または９に記載のアプライアンス。
【請求項１１】
　前記データ伝送コントローラは、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパ
ケットの伝送を制御するために使用されるべきではないことの決定に応答して、前記パケ
ットエンジンにある数の前記第２のデータパケットを伝送させ、前記数は、前記輻輳ウィ
ンドウサイズに基づいて決定されるように構成されている、請求項３、９、または１０の
いずれか１項に記載のアプライアンス。
【請求項１２】
　データ伝送を制御する方法であって、前記方法は、
　リンクを経由した第１のデータパケットのフローに関するデータを取得することと、
　前記フローに対するトランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定することと、
　第２のデータパケットを受信することと、
　前記ＴＣＰ特性に基づいて、伝送レートを決定することと、
　１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケッ
トの伝送を制御するために使用されるべきかどうかを決定することと、
　レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使
用されるべきであることの決定に応答して、前記第２のデータパケットをグループで伝送
することと
　を含み、
　第２のデータパケットの各グループの伝送時間は、前記伝送レートに基づいて決定され
る、方法。
【請求項１３】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクに関連付けられたネットワークノードにおける待ち行列
遅延についての情報を含み、前記第２のデータパケットの前記グループのサイズは、前記
待ち行列遅延に基づいて決定される、請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクのラウンドトリップ時間（ＲＴＴ）および輻輳ウィンド
ウサイズについての情報を含み、前記伝送レートは、前記ＲＴＴおよび前記輻輳ウィンド
ウサイズに基づいて決定される、請求項１２または１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記ＴＣＰ特性は、前記第１のデータパケットのうちの少なくともいくつかに対応する
肯定応答の受信時間を含み、前記伝送レートは、前記第１のデータパケットのうちの前記
少なくともいくつかのデータサイズと前記受信時間のうちの少なくともいくつかとに基づ
いて決定される、請求項１２－１４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
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　前記伝送レートは、前に決定された１つ以上の伝送レートを使用して決定される、請求
項１２－１５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　パケット損失の検出に基づいて、前記伝送レートが前に決定された前記１つ以上の伝送
レートに基づいて決定されるべきであることを決定することをさらに含む、請求項１６に
記載の方法。
【請求項１８】
　前記伝送レートがストレッチ肯定応答の受信時間に基づいて決定されるべきではないこ
とを決定することをさらに含む、請求項１６または１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記第１のデータパケットのうちの１つ以上のものの伝送後、前記第１のデータパケッ
トのうちのいずれかに対応する肯定応答が前記リンクのラウンドトリップ時間（ＲＴＴ）
に関連する期間内に受信されないことの決定に基づいて、前記伝送レートが前に決定され
た前記１つ以上の伝送レートに基づいて決定されるべきであることを決定することをさら
に含む、請求項１６－１８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２０】
　前記１つ以上の基準は、前記輻輳ウィンドウサイズが少なくとも閾値と等しいことを含
み、前記輻輳ウィンドウサイズが前記閾値より小さいことの決定に応答して、レートベー
スのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべき
ではないことを決定することをさらに含む、請求項１４に記載の方法。
【請求項２１】
　前記１つ以上の基準は、前記決定された伝送レートで前記ＲＴＴ内に伝送されることが
可能なデータの第１のサイズが少なくとも閾値と等しいことを含み、前記方法は、
　前記第１のサイズを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいかどうかを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいことの決定に応答して、レートベースのデータ
伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきではないこ
とを決定することと
　をさらに含む、請求項１４または２０に記載の方法。
【請求項２２】
　レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使
用されるべきではないことの決定に応答して、ある数の前記第２のデータパケットを伝送
することをさらに含み、前記数は、前記輻輳ウィンドウサイズに基づいて決定される、請
求項１４、２０、または２１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２３】
　アプライアンスの少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である命令の組を記憶
している非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体であって、前記命令の組は、前記
アプライアンスにデータ伝送を制御する方法を行わせ、前記方法は、
　リンクを経由した第１のデータパケットのフローに関するデータを取得することと、
　前記フローに対するトランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定することと、
　第２のデータパケットを受信することと、
　前記ＴＣＰ特性に基づいて、伝送レートを決定することと、
　１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケッ
トの伝送を制御するために使用されるべきかどうかを決定することと、
　レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使
用されるべきであることの決定に応答して、前記第２のデータパケットをグループで伝送
することと
　を含み、
　前記第２のデータパケットの各グループの伝送時間は、前記伝送レートに基づいて決定
される、非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
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【請求項２４】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクに関連付けられたネットワークノードにおける待ち行列
遅延についての情報を含み、前記第２のデータパケットの前記グループのサイズは、前記
待ち行列遅延に基づいて決定される、請求項２３に記載の非一過性コンピュータ読み取り
可能な記憶媒体。
【請求項２５】
　前記ＴＣＰ特性は、前記リンクのラウンドトリップ時間（ＲＴＴ）および輻輳ウィンド
ウサイズについての情報を含み、前記伝送レートは、前記ＲＴＴおよび前記輻輳ウィンド
ウサイズに基づいて決定される、請求項２３または２４に記載の非一過性コンピュータ読
み取り可能な記憶媒体。
【請求項２６】
　前記ＴＣＰ特性は、前記第１のデータパケットのうちの少なくともいくつかに対応する
肯定応答の受信時間を含み、前記伝送レートは、前記第１のデータパケットのうちの前記
少なくともいくつかのデータサイズと前記受信時間のうちの少なくともいくつかとに基づ
いて決定される、請求項２３－２５のいずれか１項に記載の非一過性コンピュータ読み取
り可能な記憶媒体。
【請求項２７】
　前記伝送レートは、前に決定された１つ以上の伝送レートを使用して決定される、請求
項２３－２６のいずれか１項に記載の非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項２８】
　前記アプライアンスの前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記命
令の組は、
　パケット損失の検出に基づいて、前記伝送レートが前に決定された前記１つ以上の伝送
レートに基づいて決定されるべきであることを決定することを前記アプライアンスにさら
に行わせる、請求項２７に記載の非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項２９】
　前記アプライアンスの前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記命
令の組は、
　前記伝送レートがストレッチ肯定応答の受信時間に基づいて決定されるべきではないこ
とを決定することを前記アプライアンスにさらに行わせる、請求項２７または２８に記載
の非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項３０】
　前記アプライアンスの前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記命
令の組は、前記第１のデータパケットのうちの１つ以上のものの伝送後、前記第１のデー
タパケットのうちのいずれかに対応する肯定応答が前記リンクのラウンドトリップ時間（
ＲＴＴ）に関連する期間内に受信されないことの決定に基づいて、前記伝送レートが前に
決定された前記１つ以上の伝送レートに基づいて決定されるべきであることを決定するこ
とを前記アプライアンスにさらに行わせる、請求項２７－２９のいずれか１項に記載の非
一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項３１】
　前記１つ以上の基準は、前記輻輳ウィンドウサイズが少なくとも閾値と等しいことを含
み、前記アプライアンスの前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記
命令の組は、前記輻輳ウィンドウサイズが前記閾値より小さいことの決定に応答して、レ
ートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使用さ
れるべきではないことを決定することを前記アプライアンスにさらに行わせる、請求項２
５に記載の非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項３２】
　前記１つ以上の基準は、前記決定された伝送レートで前記ＲＴＴ内に伝送されることが
可能なデータの第１のサイズが少なくとも閾値と等しいことを含み、前記アプライアンス
の前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記命令の組は、
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　前記第１のサイズを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいかどうかを決定することと、
　前記第１のサイズが前記閾値より小さいことの決定に応答して、レートベースのデータ
伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきではないこ
とを決定することと
　を前記アプライアンスにさらに行わせる、請求項２５または３１に記載の非一過性コン
ピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【請求項３３】
　前記アプライアンスの前記少なくとも１つのプロセッサによって実行可能である前記命
令の組は、レートベースのデータ伝送制御が前記第２のデータパケットの伝送を制御する
ために使用されるべきではないことの決定に応答して、ある数の前記第２のデータパケッ
トを伝送することを前記アプライアンスにさらに行わせ、前記数は、前記輻輳ウィンドウ
サイズに基づいて決定される、請求項２５、３１、または３２のいずれか１項に記載の非
一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体。

【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　ネットワーク環境では、ネットワーク輻輳は、リンクまたはネットワークノード（例え
ば、ルータ）が多数のデータパケットでオーバーロードされるときに生じ得、それは、有
意な伝送遅延につながり得る。さらに、ネットワークノードがデータパケットを処理不能
であり、それらをドロップせざるを得ないので、有意なデータパケット損失が、生じ得る
。これらは全て、ネットワーク性能の有意な劣化につながり得る。
【０００２】
　ネットワークのオーバーロードを回避し、ネットワーク性能を改良するために利用可能
な種々のスキームが存在する。例えば、トランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）は、い
くつかの輻輳制御機構を提供し、それは、ネットワークの中に送信されるデータの量を制
御するための輻輳ウィンドウの使用を含む。輻輳ウィンドウは、１つのネットワークラウ
ンドトリップ時間（ＲＴＴ）内にネットワークの中に伝送され得るデータの最大サイズを
定義することができる。ＲＴＴは、送信側デバイスがデータパケットを伝送するときと、
送信側デバイスが受信側デバイスから伝送されたデータパケットに対する肯定応答を受信
するときとの間の経過時間に基づいて測定されることができる。輻輳ウィンドウは、ネッ
トワークがより多くのデータパケットを伝送するための容量を有することの指示（例えば
、伝送されたデータパケットに対応する肯定応答の受信によって示され得る、ネットワー
クを通したデータパケットの前の伝送の成功）に基づいて、より多くのデータがネットワ
ークの中に送信されることを可能にするために増加させられることができる。輻輳ウィン
ドウは、ネットワークが輻輳していることの指示に基づいて、より少ないデータがネット
ワークの中に送信されることを可能にするために減少させられることもできる。そのよう
な指示は、例えば、ある数の重複肯定応答の受信、選択的肯定応答（ＳＡＣＫ）、肯定応
答の受信前にＲＴＴの推定値を反映するタイマが切れるとき等のパケット損失の検出に基
づくことができる。ＴＣＰ輻輳制御機構は、再伝送アルゴリズムも含み、データパケット
が損失されたことの指示が存在するとき、データパケットが再伝送される。さらに、ＴＣ
Ｐは、遅延肯定応答も可能にし、いくつかの肯定応答（いくつかのデータパケットの受信
に応答して）が、単一肯定応答に組み合わせられ、プロトコルオーバーヘッドを低減させ
ることができる。
【０００３】
　前述のＴＣＰ輻輳制御機構は、いくつかの仮定に基づいて動作する。そのような仮定は
、例えば、１）ボトルネックノード（例えば、ルータ）の帯域幅が同一のままであること
と、２）接続待ち時間における変化が、パケットがネットワーク輻輳を示すボトルネック
ノードにおいて待ち行列に入れられていることを示すことと、３）パケット損失が、典型
的には、ネットワーク輻輳の指示であり、それに帰することと、４）重複肯定応答にもつ
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ながり得る、パケット並べ替えが、希事象であり、数パケット内で検出され得ることと、
５）遅延させられた肯定応答が、遅延肯定応答アルゴリズムがアクティブであるときのみ
に観察され、最大２つのパケットに対して１つの肯定応答に限定されることとを含み得る
。
【０００４】
　前述の仮定のうちの全部ではないにしても、大部分は、無線ネットワーク（例えば、Ｗ
ｉＦｉ、ＬＩＢ等）等のいくつかのタイプのネットワークに対して不正確であり得る。例
えば、ＬＴＥネットワークでは、帯域幅は、下位層において展開されるチャネル／搬送波
集約技法に起因して変動し得る。媒体アクセス制御（ＭＡＣ）および無線リンク制御（Ｒ
ＬＣ）層における再伝送機構に起因して、連続待ち時間変動も存在し得る。チャネルおよ
び搬送波集約／集約解除時、待ち時間が多数の通常パス待ち時間に急増することも観察さ
れている。さらに、ＭＡＣおよびＲＬＣ構成に基づく多数のアウトオブオーダパケットが
、観察され得る。さらに、必ずしも輻輳に起因するネットワークノードのデータパケット
の処理の失敗に帰するわけではないランダムデータパケット損失が、無線ネットワークに
おいて頻繁に生じる。したがって、ランダムデータパケット損失は、典型的には、そのよ
うなネットワーク内のネットワーク輻輳の信頼性のあるインジケータではない。
【０００５】
　全てのこれらの不正確な仮定は、パケット損失の正しくない決定および／またはネット
ワーク輻輳の正しくない決定につながり得る。例えば、ランダムデータパケット損失は、
ネットワーク輻輳を示すように間違って解釈され得る。さらに、いくつかの無線規格（例
えば、４Ｇ）下では、受信側デバイスは、ストレッチ肯定応答を送信し得、それは、デー
タの完全ＲＴＴに値する量を対象とし得るが、データ送信の１　ＲＴＴ内で到着しない。
ストレッチ肯定応答の遅延させられた受信は、いくつかの点においてＴＣＰ輻輳制御機構
の動作に影響を及ぼし得る。第１に、ＴＣＰ輻輳制御機構下では、輻輳ウィンドウの調節
およびデータパケットの次の組の伝送の両方が、前に伝送されたデータパケットの肯定応
答の受信によってトリガされ、それらの前に伝送されたデータパケットに対応する、スト
レッチ肯定応答の遅延させられた受信によって延期され、ネットワークリソースの過小利
用につながり得る。第２に、輻輳関連パケット損失の正しくない決定が生じる場合、例え
ば、ストレッチ肯定応答が、ネットワーク輻輳に起因してではなく、ストレッチ肯定応答
の生成のためのデータの蓄積に起因して、予期されるＲＴＴよりも後に到着するとき、輻
輳ウィンドウサイズの不必要な低減およびデータパケットの再伝送が、生じ得る。ネット
ワーク性能は、その結果、劣化し得る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　いくつかの側面では、データ伝送を制御するためのアプライアンスが、説明される。ア
プライアンスは、リンクを経由した第１のデータパケットのフローに関するデータを取得
し、フローに対するトランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定するように構成
されているパケットエンジンを含むことができる。アプライアンスは、第２のデータパケ
ットを受信し、伝送レートを決定し、１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデータ
伝送制御が第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきかどうかを決定
するように構成されるデータ伝送コントローラも含むことができる。データ伝送コントロ
ーラは、レートベースのデータ伝送制御が第２のデータパケットの伝送を制御するために
使用されるべきであることの決定に応答して、パケットエンジンに、第２のデータパケッ
トをグループで伝送させるように構成され、第２のデータパケットの各グループの伝送時
間は、伝送レートに基づいて決定される。
【０００７】
　別の側面では、データ伝送を制御する方法が説明される。方法は、リンクを経由した第
１のデータパケットのフローに関するデータを取得することと、フローに対するトランス
ポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定することと、第２のデータパケットを受信す
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ることと、伝送レートを決定することと、１つ以上の基準に基づいて、レートベースのデ
ータ伝送制御が第２のデータパケットの伝送を制御するために使用されるべきかどうかを
決定することと、レートベースのデータ伝送制御が第２のデータパケットの伝送を制御す
るために使用されるべきであることの決定に応答して、第２のデータパケットをグループ
で伝送することとを含むことができ、第２のデータパケットの各グループの伝送時間は、
伝送レートに基づいて決定される。
【０００８】
　さらに別の側面では、非一過性コンピュータ読み取り可能な記憶媒体が説明される。記
憶媒体は、アプライアンスの少なくとも１つのプロセッサによって実行可能であり、アプ
ライアンスにデータ伝送を制御する方法を行わせる、命令の組を記憶する。方法は、リン
クを経由した第１のデータパケットのフローに関するデータを取得することと、フローに
対するトランスポート通信プロトコル（ＴＣＰ）特性を決定することと、第２のデータパ
ケットを受信することと、伝送レートを決定することと、１つ以上の基準に基づいて、レ
ートベースのデータ伝送制御が第２のデータパケットの伝送を制御するために使用される
べきかどうかを決定することと、レートベースのデータ伝送制御が第２のデータパケット
の伝送を制御するために使用されるべきであることの決定に応答して、第２のデータパケ
ットをグループで伝送することとを含むことができ、第２のデータパケットの各グループ
の伝送時間は、伝送レートに基づいて決定される。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　ここで、本開示の例示的実施形態を示す付随の図面を参照する。
【図１】図１は、本開示の実施形態に準拠する、例示的ネットワーク環境のブロック図で
ある。
【図２Ａ】図２Ａ－２Ｂは、本開示の実施形態に準拠する、例示的コンピューティングデ
バイスのブロック図である。
【図２Ｂ】図２Ａ－２Ｂは、本開示の実施形態に準拠する、例示的コンピューティングデ
バイスのブロック図である。
【図３Ａ】図３Ａは、本開示の実施形態に準拠する、図１に図示される例示的アプライア
ンスのブロック図である。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本開示の実施形態に準拠する、図３Ａに図示される例示的アプライ
アンスの一部のブロック図である。
【図４】図４は、本開示の実施形態に準拠する、データパケットの伝送レートを推定する
ために使用される通信の例示的組を図示する。
【図５】図５は、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送コントローラのための例示的
実施形態のブロック図である。
【図６】図６は、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法を表すフロ
ーチャートである。
【図７Ａ】図７Ａ－７Ｃは、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法
を表すフローチャートである。
【図７Ｂ】図７Ａ－７Ｃは、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法
を表すフローチャートである。
【図７Ｃ】図７Ａ－７Ｃは、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法
を表すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　ここで、本開示に従って実装される例示的実施形態が詳細に参照されるであろうが、そ
の実施例は、付随の図面に図示される。可能である場合は常に、同一参照番号は、図面全
体を通して、同一または同様の部品を指すために使用されるであろう。
【００１１】
　本明細書に説明される実施形態は、データが実際のネットワーク性能を反映させるレー



(9) JP 2018-531552 A 2018.10.25

10

20

30

40

50

トにおいてネットワークを経由して伝送されることを可能にするレートベースのデータ伝
送制御を提供し、旧来のＴＣＰ輻輳制御機構下におけるネットワーク輻輳の正しくない決
定に起因する、ネットワークのオーバーロードおよび／または過小利用を軽減することが
できる。ネットワークデータフローの効率は、その結果、改良されることができる。
【００１２】
　図１は、例示的通信システム１００のブロック図である。例示的通信システム１００は
、ネットワークを経由してデータパケットを伝送する任意のタイプのシステムであること
ができる。例えば、例示的通信システム１００は、有線または無線ネットワークを横断し
てデータパケットを端末（図１Ａに図示されない端末）に伝送する１つ以上のネットワー
クを含むことができる。例示的通信システム１００は、例えば、ＧＳＭ（登録商標）ネッ
トワーク、ワイドバンド符号分割多重アクセス（Ｗ－ＣＤＭＡ）無線アクセス技術を採用
するＵＭＴＳネットワーク、ＣＤＭＡ２０００ネットワーク、ＷｉＭａｘネットワーク、
ＬＴＥネットワーク等のネットワークアーキテクチャを有することができる。
【００１３】
　例示的通信システム１００は、とりわけ、１つ以上のネットワーク１０１、１０２、１
０３（Ａ－Ｃ）と、１つ以上のコントローラ１０４（Ａ－Ｄ）と、１つ以上のサービング
ノード１０５（Ａ－Ｂ）と、１つ以上の基地局１０７（Ａ－Ｃ）－１０９（Ａ－Ｃ）と、
ゲートウェイ１２０と、１つ以上のアプライアンス１４０とを含むことができる。大まか
には、通信システム１００は、ツリー状ネットワークトポロジを有することができ、ゲー
トウェイ１２０は、ツリーのルートノードであり、基地局１０７－１０９は、リーフであ
る。
【００１４】
　ネットワーク１０１は、無線ネットワーク、広域ネットワーク（ＷＡＮ）、ローカルエ
リアネットワーク（ＬＡＮ）、またはインターネット通信等のパケットタイプ通信に好適
な無線ネットワークの任意の組み合わせであることができる。例えば、一例示的実施形態
では、ネットワーク１０１は、汎用パケット無線サービス（ＧＰＲＳ）コアネットワーク
であることができ、それは、ＧＳＭ（登録商標）およびＷ－ＣＤＭＡネットワークにおけ
るインターネットプロトコルパケットサービスのためのモビリティ管理、セッション管理
、およびトランスポートを提供する。いくつかの実施形態では、ネットワーク１０１は、
ゲートウェイ１２０と、１つ以上のサービングノード１０５（Ａ－Ｂ）とを含むことがで
きる。
【００１５】
　ネットワーク１０２は、広域ネットワーク（ＷＡＮ）、ローカルエリアネットワーク（
ＬＡＮ）、またはパケットタイプ通信に好適な無線ネットワークの任意の組み合わせを含
むことができる。いくつかの例示的実施形態では、ネットワーク１０２は、例えば、イン
ターネットおよびＸ．２５ネットワークであることができる。いくつかの実施形態では、
ネットワーク１０２は、データパケットをクライアントデバイス１３０（Ａ－Ｃ）から受
信することができる。クライアントデバイス１３０は、ネットワーク１０１および１０３
を通して別の遠隔デバイス（例えば、サーバ、別のクライアントデバイス等）と通信する
ように構成される任意のデバイスであることができる。ネットワーク１０２は、クライア
ントデバイス１３０から受信されたデータパケットを、例えば、ゲートウェイ１２０を介
して、ネットワーク１０１と通信することができる。クライアントデバイス１３０は、コ
ンピュータ（例えば、クライアントデバイス１３０Ａ）、ラップトップ（例えば、クライ
アントデバイス１３０Ｂ）、およびタブレット（例えば、クライアントデバイス１３０Ｃ
）として描かれるが、クライアントデバイス１３０は、パケットをネットワーク１０１、
１０２、および１０３を通して通信する任意のタイプのデバイス（例えば、ウェアラブル
スマートウォッチ等）であり得ることを理解されたい。
【００１６】
　ゲートウェイ１２０は、１つのタイプのネットワーク内で提供されるフォーマットされ
たデータを別のタイプのネットワークのために要求される特定のフォーマットに変換する
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、デバイスである。ゲートウェイ１２０は、サーバ、ルータ、ファイアウォールサーバ、
ホスト、またはプロキシサーバ、もしくは前述の任意の組み合わせであり得る。いくつか
の実施形態では、ゲートウェイ１２０は、負荷バランサまたは他の類似システムを含むこ
とができる。いくつかの実施形態では、ゲートウェイ１２０は、ルータ１１０から受信さ
れた信号をネットワーク１０１が理解し得る信号に変換することができ、その逆もできる
。ゲートウェイ１２０は、単独で、または任意の組み合わせにおいて、ウェブページ、画
像、オーディオ、ビデオ、およびＴ．１２０伝送を処理可能であり得、全二重媒体変換可
能である。例示的実施形態として、ゲートウェイ１２０は、ＧＰＲＳネットワークと、イ
ンターネットおよびＸ．２５ネットワークのような外部パケット切り替え式ネットワーク
との間のインターワーキングをサポートするゲートウェイＧＰＲＳサポートノード（ＧＧ
ＳＮ）であることができる。
【００１７】
　サービングノード１０５は、データパケットをゲートウェイ１２０からその地理的サー
ビスエリア内の対応するネットワーク１０３に送達し、その逆も行うデバイスである。サ
ービングノード１０５は、例えば、サーバ、ルータ、ファイアウォールサーバ、ホスト、
またはプロキシサーバであることができる。サービングノード１０５は、パケットルーテ
ィングおよび転送、モビリティ管理（アタッチ／デタッチおよび場所管理）、論理リンク
管理、ネットワークアクセス調停および認証、ならびに課金機能を含む機能を有すること
もできる。いくつかの実施形態では、サービングノード１０５は、サービングＧＰＲＳサ
ポートノード（ＳＧＳＮ）であることができる。そのような実施形態では、ＳＧＳＮは、
場所レジスタを有することができ、それは、本ＳＧＳＮに登録された全てのＧＰＲＳユー
ザの場所情報、例えば、現在のセル、現在の訪問先場所（ＶＬＲ）と、ユーザプロファイ
ル、例えば、国際モバイルサブスクライバ識別（ＩＭＳＩ）およびパケットデータネット
ワーク内で使用されるアドレスとを記憶する。
【００１８】
　ネットワーク１０３は、ＧＳＭ（登録商標）もしくはＵＭＴＳネットワークまたはパケ
ットタイプ通信に好適な任意の他の無線ネットワーク内の任意の無線送受信機ネットワー
クを含むことができる。いくつかの例示的実施形態では、利用されている下層トランスポ
ート技術に応じて、ネットワーク１０３の無線アクセスネットワーク（ＲＡＮ）またはバ
ックホールエリアは、リングトポロジを有することができる。いくつかの実施形態では、
ネットワーク１０３は、ＧＳＭ（登録商標）システム内のＲＡＮまたはＵＭＴＳシステム
のバックホールエリアであることができる。例示的ネットワーク１０３は、とりわけ、基
地局１０７－１０９（例えば、送受信基地局（ＢＴＳ）またはＮｏｄｅ－Ｂ）と、１つ以
上のコントローラ１０４（Ａ－Ｃ）（例えば、基地局コントローラ（ＢＳＣ）または無線
ネットワークコントローラ（ＲＮＣ））とを含むことができる。モバイル端末（図１には
図示せず）は、無線送受信機機器を有するＢＴＳ／Ｎｏｄｅ－Ｂ　１０７－１０９と通信
する。ＢＴＳ／Ｎｏｄｅ－Ｂ　１０７－１０９は、ユーザが１つのセルから別のセルに移
動する場合の無線チャネルの配分およびハンドオフに責任がある、ＢＳＣ／ＲＮＣ１０４
（Ａ－Ｃ）と通信する。ＢＳＣ／ＲＮＣ１０４（Ａ－Ｃ）は、順に、ユーザのモビリティ
を管理し、かつネットワークへのアクセス調停および課金等の他の機能を提供する、サー
ビングノード１０５に通信する。
【００１９】
　アプライアンス１４０は、例えば、広域ネットワーク（ＷＡＮ）トラフィックを最適化
および制御することができるデバイスである。いくつかの実施形態では、アプライアンス
１４０は、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）トラフィック、都市規模ネットワーク
（ＭＡＮ）トラフィック、または無線ネットワークトラフィック等の他のタイプのネット
ワークトラフィックを最適化する。アプライアンス１４０は、多くの企業ネットワークに
おいて一般的であるＭｕｌｔｉｐｒｏｔｏｃｏｌ　Ｌａｂｅｌ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ（「
ＭＰＬＳ」）のような異なるネットワークをハンドリングすることもできる。アプライア
ンス１４０は、例えば、ある数のデータパケットが、スケジュールされた時間およびレー
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トで伝送またはドロップされるように確立された通信リンク内のデータパケットをスケジ
ュールすることによって、ネットワーク１０１および１０２ならびにダウンストリームネ
ットワーク（例えば、ネットワーク１０３）内のネットワーク輻輳を回避または軽減する
ようにネットワークトラフィックを最適化することができる。いくつかの実施形態では、
アプライアンス１４０は、Ｃｉｔｒｉｘ　Ｓｙｓｔｅｍ’ｓ　Ｂｒａｎｃｈ　Ｒｅｐｅａ
ｔｅｒ、Ｎｅｔｓｃａｌｅｒ、またはＣｌｏｕｄブリッジ等の物理デバイスである。いく
つかの実施形態では、アプライアンス１４０は、仮想アプライアンスであることができる
。いくつかの実施形態では、アプライアンス１４０は、仮想マシン（例えば、仮想クラウ
ドブリッジ）の複数のインスタンスを有する物理デバイスであることができる。図１に示
されるように、アプライアンス１４０は、ネットワーク１０１内の種々の場所で展開され
ることができる。いくつかの実施形態では、アプライアンス１４０は、ゲートウェイ１２
０、コントローラ１０４、１つ以上の基地局１０７－１０９、または任意の他の場所に位
置し、その場所におけるネットワークトラフィックを最適化することができる。
【００２０】
　いくつかの実施形態では、通信システム１００はさらに、アプライアンス１４０（図１
には図示せず）と通信可能に結合されるデータセンタを含む。データセンタは、物理また
は仮想のいずれかにおける、特定のパブリックまたはプライベートエンティティに関する
データおよび情報の記憶、管理、および配布のための中央リポジトリであることができる
。データセンタは、コンピュータシステムと、１つ以上の物理サーバ、仮想サーバ、およ
び記憶システム等の関連付けられたコンポーネントとを格納するために使用されることが
できる。データセンタは、とりわけ、あるサービスを提供するように構成される、１つ以
上のサーバを含むことができる。データセンタはまた、図１のアプライアンス１４０に類
似する様式においてネットワークトラフィックを最適化し得る、アプライアンスを含むこ
とができる。いくつかの実施形態では、データセンタにおけるアプライアンスは、ネット
ワークトラフィックを最適化する際、アプライアンス１４０と協働することができる。
【００２１】
　アプライアンス１４０およびゲートウェイ１２０は、本明細書に説明される任意のタイ
プおよび形態のネットワーク上で通信可能な任意のタイプならびに形態の具体的コンピュ
ーティングデバイス（例えば、図２Ａ－２Ｂのコンピューティングデバイス等）として展
開される、またはその上で実行されることができる。
【００２２】
　図２Ａ－２Ｂに示されるように、各コンピューティングデバイス２００は、中央処理ユ
ニット（ＣＰＵ）２２１と、メインメモリ２２２とを含む。ＣＰＵ２２１は、メインメモ
リ２２２からフェッチされた命令に応答し、それを処理する、任意の論理回路であること
ができる。ＣＰＵ２２１は、メモリ（例えば、メインメモリ２２２）またはキャッシュ（
例えば、キャッシュ２４０）内に記憶される特定の命令の組を実行可能な単一もしくは複
数のマイクロプロセッサ、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、または
デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）であることができる。メモリは、フレキシブルディス
ク、ハードディスク、ＣＤ－ＲＯＭ（コンパクトディスク読み取り専用メモリ）、ＭＯ（
光磁気）ドライブ、ＤＶＤ－ＲＯＭ（デジタル多用途ディスク読み取り専用メモリ）、Ｄ
ＶＤ－ＲＡＭ（デジタル多用途ディスクランダムアクセスメモリ）、フラッシュドライブ
、フラッシュメモリ、レジスタ、キャッシュ、または半導体メモリ等の有形および／また
は非一過性コンピュータ読み取り可能な媒体を含む。メインメモリ２２２は、データを記
憶可能であり、任意の記憶装置場所がＣＰＵ２２１によって直接アクセスされることを可
能にする１つ以上のメモリチップであることができる。メインメモリ２２２は、任意のタ
イプのランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）または本明細書に説明されるように動作可能な
任意の他の利用可能なメモリチップであることができる。図２Ａに示される例示的実施形
態では、ＣＰＵ２２１は、システムバス２５０を介して、メインメモリ２２２と通信する
。コンピューティングデバイス２００は、視覚的ディスプレイデバイス２２４と、Ｉ／Ｏ
コントローラ２２３を通して接続される入力／出力（Ｉ／Ｏ）デバイス２３０（例えば、
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キーボード、マウス、またはポインティングデバイス）とを含むこともでき、両方とも、
システムバス２５０を介して通信する。ＣＰＵ２２１が、シリアル通信様式または２地点
間通信様式を通して等、システムバス２５０を通して以外の様式でメモリ２２２および他
のデバイスと通信することもできることを理解されたい。さらに、（Ｉ／Ｏ）デバイス２
３０は、コンピューティングデバイス２００のための記憶および／またはインストール媒
体を提供することもできる。
【００２３】
　図２Ｂは、ＣＰＵ２２１がメモリポート２０３を介してメインメモリ２２２と直接通信
する例示的コンピューティングデバイス２００の実施形態を描写する。ＣＰＵ２２１は、
バックサイドバスとも称される二次バス（図示せず）を介して、キャッシュ２４０と通信
することができる。ある他の実施形態では、ＣＰＵ２２１は、システムバス２５０を介し
て、キャッシュ２４０と通信することができる。キャッシュ２４０は、典型的には、メイ
ンメモリ２２２より高速の応答時間を有する。図２Ｂに示される実施形態等のいくつかの
実施形態では、ＣＰＵ２２１は、Ｉ／Ｏポート（図示せず）を介して、Ｉ／Ｏデバイス２
３０と直接通信することができる。さらなる実施形態では、Ｉ／Ｏデバイス２３０は、シ
ステムバス２５０と、ＵＳＢバス、Ａｐｐｌｅ　Ｄｅｓｋｔｏｐバス、ＲＳ－２３２シリ
アル接続、ＳＣＳＩバス、ＦｉｒｅＷｉｒｅＴＭバス、ＦｉｒｅＷｉｒｅ８００ＴＭバス
、Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）バス、ＡｐｐｌｅＴａｌｋＴＭバス、Ｇｉｇａｂｉｔ　
Ｅｔｈｅｒｎｅｔ（登録商標）バス、Ａｓｈｙｃｈｒｏｎｏｕｓ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｍ
ｏｄｅバス、ＨＩＰＰＩバス、Ｓｕｐｅｒ　ＨＩＰＰＩバス、ＳｅｒｉａｌＰｌｕｓバス
、ＳＣＩ／ＬＡＭＰバス、ＦｉｂｒｅＣｈａｎｎｅｌＴＭバス、またはＳｅｒｉａｌ　Ａ
ｔｔａｃｈｅｄスモールコンピュータシステムインターフェースバス、またはある他のタ
イプのデータバス等の外部通信バスとの間のブリッジ２７０であることができる。
【００２４】
　図２Ａに示されるように、コンピューティングデバイス２００は、例えば、ＵＳＢデバ
イス、フラッシュドライブ、ＳＤメモリカード、ハードドライブ、または任意のクライア
ントエージェント２２０等のソフトウェアおよびプログラムまたはその一部をインストー
ルするために好適な任意の他のデバイス等、１つ以上のコンピュータ読み取り可能な媒体
を受け取るためのディスクドライブまたは他の入力ポート等の任意の好適なインストール
デバイス２１６をサポートすることができる。コンピューティングデバイス２００は、オ
ペレーティングシステムおよび他の関連ソフトウェア、およびクライアントエージェント
２２０に関連する任意のプログラム等のアプリケーションソフトウェアプログラムを記憶
するための１つ以上のハードディスクドライブもしくは独立ディスクの冗長アレイ等の記
憶デバイス２２８も備えていることができる。随意に、インストールデバイス２１６の任
意のものは、記憶デバイス２２８としても使用され得る。
【００２５】
　さらに、コンピューティングデバイス２００は、限定ではないが、標準的電話回線、Ｌ
ＡＮまたはＷＡＮリンク（例えば、８０２．１１、Ｔｌ、Ｔ３、５６ｋｂ、Ｘ．２５）、
ブロードバンドリンク（例えば、ＩＳＤＮ、Ｆｒａｍｅ　Ｒｅｌａｙ、ＡＴＭ）、無線接
続（Ｗｉ－Ｆｉ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、Ｚ－Ｗａｖｅ、Ｚｉｇｂｅｅ（登録
商標））、または前述の任意もしくは全てのいくつかの組み合わせを含む、種々のリンク
を通して、ＬＡＮ、ＷＡＮ、ＭＡＮ、またはインターネットとインターフェースをとるた
めのネットワークインターフェース２１８を含むことができる。ネットワークインターフ
ェース２１８は、内蔵ネットワークアダプタ、ネットワークインターフェースカード、Ｐ
ＣＭＣＩＡネットワークカード、カードバスネットワークアダプタ、無線ネットワークア
ダプタ、ＵＳＢネットワークアダプタ、モデム、またはコンピューティングデバイス２０
０を通信可能な任意のタイプのネットワークにインターフェースをとらせ、本明細書に説
明される動作を行うために好適な任意の他のデバイスを備えていることができる。
【００２６】
　図３Ａは、本開示の実施形態に準拠する、図１に図示される例示的アプライアンス１４
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０のブロック図である。アプライアンス１４０は、図２Ａのネットワークインターフェー
ス２１８に準拠する１つ以上のネットワークインターフェース２１８Ａ－Ｎと、パケット
エンジン３２０と、データ伝送コントローラ３３０とを含むことができる。図３Ａは、ネ
ットワークインターフェース２１８Ａ－２１８Ｎを２つのネットワークインターフェース
として描写するが、インターフェース２１８Ａ－２１８Ｎは、任意の数のネットワークイ
ンターフェースを含み得ることを理解されたい。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、「パケット処理エンジン」、「パケットプロセッサ」、また
は「データプロセッサ」とも称される、パケットエンジン３２０は、ネットワークインタ
ーフェース２１８Ａ－Ｎを介してアプライアンス１４０によって受信および伝送されるデ
ータパケットの処理の制御および管理に責任がある。パケットエンジン３２０は、関連機
能の特定のステップに対応する特定の機能（例えば、データパケットの処理の制御および
管理）を行う他のコンポーネントまたはプログラムの一部との使用のために設計される１
つ以上のパッケージ化された機能ハードウェアユニットであり得る１つ以上のモジュール
であることができる。パケットエンジン３２０は、ネットワークスタック（例えば、オー
プンシステム相互接続通信モデルの層およびプロトコル等）のデータリンク層（層２）、
ネットワーク層（層３）、またはトランスポート層（層４）において動作し得る単一パケ
ットエンジンまたは任意の数の複数のパケットエンジンとして具現化されることができる
。パケットエンジンは、ＣＰＵ２２１によって実行された後、本明細書に説明されるステ
ップの一部または全部を遂行するように構成されることができる。いくつかの実施形態で
は、データパケットは、ＩＥＥＥ８０２．３によって対象とされるそれらのプロトコル等
、ＷＡＮまたはＬＡＮプロトコルのファミリのいずれかを備えているＥｔｈｅｒｎｅｔ（
登録商標）通信プロトコルを介して、データリンク層を経由して搬送される。いくつかの
実施形態では、ネットワークスタックは、ＩＥＥＥ８０２．１１および／またはモバイル
インターネットプロトコル等の任意のタイプならびに形態の無線プロトコルを有すること
ができる。１つ以上のパケットエンジン３２０は、ＩＰ通信プロトコルを介して等、ネッ
トワーク層においてデータパケットをインターセプトまたは受信する。いくつかの実施形
態では、パケットエンジン３２０は、ＴＣＰ通信プロトコルを介して等、トランスポート
層においてデータパケットをインターセプトまたは受信し、トランスポート層の上方の任
意のセッションまたは任意のアプリケーション層において動作することができる。
【００２８】
　パケットエンジン３２０は、データパケットの処理中に１つ以上のデータパケットを待
ち行列に入れるためのバッファを含むことができる。加えて、パケットエンジン３２０は
、１つ以上の通信プロトコルを介して通信し、ネットワークインターフェース２１８Ａ－
Ｎを介して、１つ以上のリンクを横断して複数のネットワークデータパケットを伝送およ
び受信することができる。リンクは、アプライアンス１４０を、例えば、アプライアンス
１４０から遠隔に位置する別のアプライアンス等の他のデバイスに接続する。パケットエ
ンジン３２０は、フローに関するデータを取得し、取得されたデータを動作可能に接続さ
れるコンピュータメモリ内に記憶するように構成されることができる。１つ以上のリンク
を横断して動作する送信および受信されたデータパケットは、「データフロー」または「
フロー」と見なされ得る。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、パケットエンジン３２０は、アクティブフローの動作を示す
データを収集することができる。例えば、データは、同一パケット（またはその肯定応答
）の送信および受信の両方のためのパケット送信時間、パケット受信時間、ラウンドトリ
ップ時間を示す情報、データパケットの損失イベントを示す情報、送信および受信された
パケットの総数、および／またはリンクを横断して動作する１つ以上のアクティブフロー
の輻輳および／または動作側面を示す他の情報を含むことができる。データに基づいて、
パケットエンジン３２０は、フローの１つ以上のＴＣＰ特性を動的に決定することができ
る。フロー特性は、例えば、パケットラウンドトリップ時間、パケットのための待ち行列
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遅延、輻輳ウィンドウサイズ情報等を含み得る。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、データ伝送コントローラ３３０は、他のエンティティ（例え
ば、ソフトウェアアプリケーション、別の物理的デバイス等）からネットワークの中に受
信され得るデータの伝送の制御に責任がある。データ伝送コントローラ３３０は、データ
伝送制御コーディネータ３４０と、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０と、輻
輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０とをさらに含む。以下に説明される
ように、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、データ伝送制御コーディネー
タ３４０の調整下、ネットワークの中へのデータの伝送を制御することにおいて輻輳ウィ
ンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０と協働することができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、ネットワ
ーク性能を反映する情報に基づいて、データがネットワークインターフェース２１８Ａ－
Ｎを介してネットワークに伝送されるべき場合、１つ以上の伝送時間を決定することがで
きる。レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、例えば、ネットワーク性能情報
に基づいて、データパケットのペイロードサイズおよびネットワークの中に伝送されるべ
きデータパケットの数を決定することによって、前述の伝送時間において伝送されるべき
データのサイズを決定することもできる。いくつかの実施形態では、ネットワーク性能情
報は、パケットエンジン３２０によって計算された前のデータフローの１つ以上のＴＣＰ
特性から導出されることができる。例えば、以下に説明されるように、レートベースのデ
ータ伝送コントローラ３５０は、パケットエンジン３２０によって提供されるデータパケ
ットの伝送時間および肯定応答の受信時間に基づいて、ネットワーク内のデータパケット
の伝送レートを推定することができる。レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は
、次いで、データパケットの複数のグループを複数の対応する伝送時間において伝送する
ようにパケットエンジン３２０を制御することができ、伝送時間は、伝送レートを反映す
る時間間隔によって分離される。いくつかの実施形態では、データパケットの各グループ
のサイズは、同じであることができる。以下に説明されるように、前述のデータパケット
サイズおよび時間間隔は、ネットワーク内の伝送レートならびにＲＴＴに基づいて決定さ
れることができる。
【００３２】
　いくつかの実施形態では、前述のように、伝送レートは、データパケットの伝送時間お
よび関連付けられた肯定応答の受信時間に基づいて決定されることができる。ここで、伝
送レートを決定する例示的方法を図示する図４を参照する。例証的例として、パケット４
０５Ａ－Ｄ、４０６Ａ－Ｄ、４０７Ａ－Ｄ、および４０８Ａ－Ｄは、例えば、パケットエ
ンジン３２０のバッファにおいて待ち行列に入れられる。パケット４０５Ａ－Ｄの各々は
、それぞれ、ＤＡ、ＤＢ、ＤＣ、およびＤＤのデータサイズを有する。パケット４０５Ａ
－Ｄの各々は、時間４１０Ａにおいて実質的に同時にデータ受信機４１２に伝送される。
データ受信機４１２がパケットを受信すると、データ受信機４１２は、受信されたパケッ
トの各々のための肯定応答を伝送し、ａｃｋ４１５Ａは、パケット４０５Ａに対応し、ａ
ｃｋ４１５Ｂは、パケット４０５Ｂに対応し、ａｃｋ４１５Ｃは、パケット４０５Ｃに対
応し、ａｃｋ４１５Ｄは、パケット４０５Ｄに対応する。図４に示されるように、アプラ
イアンス１４０は、ａｃｋ４１５Ａを時間４２０Ａにおいて、ａｃｋ４１５Ｂを時間４２
０Ｂにおいて、ａｃｋ４１５Ｃを時間４２０Ｃにおいて、ａｃｋ４１５Ｄを時間４２０Ｄ
において受信する。
【００３３】
　この例証的例では、伝送レートは、以下の式に基づいて決定されることができる。
レート＝（ＤＢ＋ＤＣ＋ＤＤ）／（時間４２０Ｄ－時間４２０Ａ）
状態テーブル等の他の手段も、この決定を行うために使用されることができることを理解
されたい。
【００３４】
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　複数のデータパケットに対応する遅延させられた肯定応答が受信された場合、レート計
算は、その遅延させられた肯定応答によって肯定応答された全てのデータパケットを含む
ように調節されることができる。例証的例として、ａｃｋ４１５Ｂおよび４１５Ｃが、受
信されず、ａｃｋ４１５Ｄが、パケット４０５Ｂ、４０５Ｃ、および４０５Ｄに対応する
、遅延させられた肯定応答である場合、伝送レート計算は、ａｃｋ４１５Ｄによって肯定
応答されたパケット４０５Ｂ、４０５Ｃ、および４０５Ｄのサイズを考慮するように調節
されることができる。この特定の例では、上記と同一式が、依然として、伝送レートを計
算するために使用されることができる。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、伝送レートは、最小パスＲＴＴ等の他のパラメータに基づい
て計算されることもでき、輻輳ウィンドウ値が、フローのＴＣＰ特性内に含まれる。その
ような計算は、肯定応答の受信時間が伝送レート決定のためにまだ利用可能ではないとき
、初期伝送レートを計算するために使用されることができる。
【００３６】
　パケット４０５Ａ－Ｄが伝送された後、対応する肯定応答の受信を待つことなく、パケ
ットグループの残りも、伝送レートに基づいて決定される伝送時間において、待ち行列の
順序に従って伝送されることができる。例えば、図４に示されるように、パケット４０６
Ａ－Ｄは、時間４１０Ｂにおいて伝送され、パケット４０７Ａ－Ｄは、時間４１０Ｃにお
いて伝送され、パケット４０８Ａ－Ｄは、時間４１０Ｄにおいて伝送される。時間４１０
Ａ、４１０Ｂ、４１０Ｃ、および４１０Ｄの各々は、ある時間間隔によって分離されるこ
とができる。ある場合、データパケット４０５Ａ－Ｄ、４０６Ａ－Ｄ、４０７Ａ－Ｄ、お
よび４０８Ａ－Ｄの各グループは、同一サイズであることができるが、必須ではない。あ
る時間間隔の時間長と、データパケット４０５Ａ－Ｄ、４０６Ａ－Ｄ、４０７Ａ－Ｄ、お
よび４０８Ａ－Ｄのデータサイズとの組み合わせは、伝送レートを反映することができる
。例証的例として、データパケット４０５Ａ－Ｄ、４０６Ａ－Ｄ、４０７Ａ－Ｄ、および
４０８Ａ－Ｄの各グループが同一サイズであり、時間４１０Ａ、４１０Ｂ、４１０Ｃ、お
よび４１０Ｄ間の時間間隔の時間長が同じである場合、伝送レートは、データパケット４
０５Ａ－Ｄのサイズと、データパケット４０５Ａ－Ｄの伝送時間（時間４１０Ａ）とデー
タパケット４０６Ａ－Ｄの伝送時間（時間４１０Ｂ）との間の時間間隔の時間長との間の
比率によって反映されることができる。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、伝送レートは、ＲＴＴあたり約１回、または１　ＲＴＴより
長い時間長の間に更新されることができる。例えば、図４を参照すると、パケット４０５
Ａ－Ｄの伝送後の１　ＲＴＴの時間長内に受信された肯定応答が、収集されることができ
、伝送レートが、それらの肯定応答の受信時間に基づいて計算されることができる。ある
場合、ＲＴＴは、前に送信されるパケットの伝送時間と対応する肯定応答の受信時間との
間の差異に基づいて、推定されることができる。例えば、ＲＴＴは、時間４２０Ａと４１
０Ａとの間の差異（パケット４０５Ａおよびａｃｋ４１５Ａに対して）または他のパケッ
ト肯定応答ペアに対する伝送時間と受信時間との間（例えば、パケット４０５Ｂおよびａ
ｃｋ４１５Ｂに対する時間４２０Ｂと４１０Ａとの間、パケット４０５Ｃおよびａｃｋ４
１５Ｃに対する時間４２０Ｃと４１０Ａとの間、パケット４０５Ｄおよびａｃｋ４１５Ｄ
に対する時間４２０Ｄと４１０Ａとの間等）の差異に基づいて、推定されることができる
。ＲＴＴは、平均化（例えば、任意の数のパケット４０５Ａ－Ｄに対するＲＴＴの平均化
）およびフィルタ処理（例えば、パケット４０５Ａ－Ｄに関連付けられないＲＴＴの破棄
、第１のデータパケットの他のＲＴＴと有意に異なるＲＴＴの破棄等）等、後処理される
ことができる。
【００３８】
　有効測定が１　ＲＴＴの時間長内で利用可能ではない（例えば、肯定応答が受信されず
、故に、肯定応答の受信時間がサンプリングされることができない）場合、伝送レートの
更新は、スキップされることができる。そのような場合では、データパケットの次のグル
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ープの伝送時間は、例えば、前のＲＴＴにおいて決定された伝送レートに基づいて決定さ
れることができる。例証的例として、肯定応答が、パケット４０６Ａ－Ｄの伝送時間（時
間４１０Ｂ）の１　ＲＴＴ内で受信されない場合、次の伝送時間（時間４１０Ｃ）は、伝
送時間４１０Ａと４１０Ｂとの間を分離する時間間隔を決定する同一伝送レートに基づい
て決定されることができる。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、前述のように、伝送レートは、データパケットの同一グルー
プに属する肯定応答のみに基づいて、更新されることができる。肯定応答がデータパケッ
トの同一グループに属するかどうかの決定は、例えば、肯定応答内に含まれるシーケンス
番号と対応するパケットの伝送時間とに基づくことができる。データパケットの同一グル
ープに属さない肯定応答が、そのＲＴＴ内で受信される場合、伝送レートは、その肯定応
答に対して更新されないであろう。例証的例として、時間４１０Ａ後の１　ＲＴＴ内にお
いて、データパケットの前のグループに対するストレッチ肯定応答が、ａｃｋ４１５Ａ－
Ｄに加えて受信される場合、伝送レートは、そのストレッチ肯定応答の受信時間に基づい
て更新されないであろう。
【００４０】
　いくつかの実施形態では、伝送レートは、平均関数に基づいて更新されることができ、
現在のＲＴＴに対して計算された伝送レートは、前のＲＴＴにおいて計算された伝送レー
トと平均される。平均は、ＲＴＴをまたいだ肯定応答の受信時間に基づいて行われること
もできる。平均伝送レートは、次いで、パケットエンジン３２０に提供され、ネットワー
クへのデータの伝送を制御するであろう。いくつかの実施形態では、平均関数は、指数関
数移動平均関数であることができ、伝送レートのより最近のサンプルは、例えば、比較的
に離れた過去において決定された伝送レートのサンプルより大きい重みに関連付けられる
。伝送レートが、現在のＲＴＴに対して計算されない（例えば、肯定応答受信時間の有効
測定が、時間４１０Ａの１　ＲＴＴ内で利用可能ではない等）場合、平均伝送レートは、
更新されないこともあり、データパケットの次のグループの伝送は、現在の平均伝送レー
トに基づいて制御されることができる。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、伝送レートの更新は、１つ以上の伝送されたパケットが、損
失され、データ受信機４１２への到達に失敗したことの指示に基づいて、調節されること
ができる。指示は、例えば、アプライアンス１４０がデータ受信機４１２によって受信さ
れたパケットのシーケンス番号を示す選択的肯定応答（ＳＡＣＫ）を受信することから生
じることができる。ＳＡＣＫ内にリストアップされたシーケンス番号が、伝送されたパケ
ットのシーケンス番号を含まない場合、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は
、伝送されたパケットが損失されたことを決定することができる。パケット損失の別の可
能な指示は、アプライアンス１４０が伝送後のある時間量内に伝送されたパケットに対す
る肯定応答の受信に失敗したことであり得る。両場合において、レートベースのデータ伝
送コントローラ３５０は、計算のレートが現在のＲＴＴ内で受信された肯定応答の受信時
間に基づいて計算されないこともあることを決定することができる。代わりに、前のＲＴ
Ｔ内で決定された伝送レートが、パケットエンジン３２０に提供され、データパケットの
次のグループの伝送を制御することができる。いくつかの実施形態では、提供される伝送
レートは、ネットワークのオーバーロードのリスクを軽減するために、所定の係数によっ
てさらに低減させられることができる。
【００４２】
　伝送レートが決定された後、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、データ
パケットのグループにおいて伝送されるべきデータの総サイズを決定することができる。
伝送されるべきデータの総サイズは、例えば、ダウンストリームネットワークノード（例
えば、ルータ）の待ち行列サイズによって限定され得る。いくつかの実施形態では、前述
のように、パケットエンジン３２０は、ＴＣＰフロー特性の一部として、データパケット
の待ち行列遅延を決定することができる。レートベースのデータ伝送コントローラ３５０
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は、待ち行列遅延に基づいて、待ち行列サイズを推定し、ネットワークノードのオーバー
ロードおよびネットワークの輻輳のリスクを軽減するために、待ち行列サイズのある比率
であるように伝送されるべきデータの総サイズを制御することができる。
【００４３】
　データパケットのグループにおいて伝送されるべきデータの総サイズと伝送レートとに
基づいて、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、次いで、データパケットの
各グループの伝送時間を分離する時間間隔とデータパケットの各グループのサイズとを決
定することができる。ある場合、伝送時間を分離する時間間隔は、同じであることができ
るが、必須ではない。いくつかの実施形態では、データパケットの各グループは、レート
ベースのデータ伝送コントローラ３５０が他のエンティティ（例えば、ソフトウェアアプ
リケーション、別の物理的デバイス等）から受信したデータパケットの数を含むことがで
きる。いくつかの実施形態では、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、受信
されたデータパケットのペイロードを抽出し、抽出されたペイロードを使用して、データ
パケットのグループを生成することもできる。ある場合、データパケットの各グループの
サイズは、同じであることができるが、必須ではない。
【００４４】
　図３Ａに戻って参照すると、データ伝送コントローラ３３０は、輻輳ウィンドウベース
のデータ伝送コントローラ３６０も含む。いくつかの実施形態では、輻輳ウィンドウベー
スのデータ伝送コントローラ３６０は、パケットエンジン３２０によって計算される輻輳
ウィンドウサイズに基づいて、１　ＲＴＴの時間長内でネットワークの中に伝送されるべ
きデータのサイズ（例えば、データパケットの数、パケットペイロードのサイズ等によっ
て反映される）を決定することができる。輻輳ウィンドウサイズは、旧来のＴＣＰ輻輳回
避アルゴリズムに基づいて、制御されることができる。輻輳ウィンドウベースのデータ伝
送コントローラ３６０は、次いで、決定されたサイズのデータを１　ＲＴＴの時間長内で
ネットワークの中に伝送するように、パケットエンジン３２０を制御することができる。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、データ伝送制御コーディネータ３４０は、レートベースのデ
ータ伝送コントローラ３５０および輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６
０の動作を調整することができる。例えば、データ伝送制御コーディネータ３４０は、１
つ以上の基準の充足に基づいて、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０がパケッ
トエンジン３２０によるデータの伝送を制御することを可能にし、１つ以上の基準がもは
や満たされないとき、制御を輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０に動
的に与えることを決定することができる。
【００４６】
　レートベースのデータ伝送コントローラ３５０がパケットエンジン３２０を制御するこ
とを可能にすべきか、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０がパケット
エンジン３２０を制御することを可能にすべきかを決定するための基準は、例えば、ネッ
トワーク内で伝送されているパケットの数が少なくとも閾値と等しいことを含むことがで
きる。例えば、接続が確立されたばかりであり、送信側デバイスが、少数のデータパケッ
トのみを伝送し、少数の対応する肯定応答を受信しているとき、少数のデータパケットの
伝送レートは、必ずしも、ネットワークの現在の性能を反映しない。そのような場合、デ
ータ伝送制御コーディネータ３４０は、少数の肯定応答の受信時間がネットワーク内のデ
ータの伝送レートの正確な推定を提供しないことを決定することができる。その結果、デ
ータ伝送制御コーディネータ３４０は、より多くのデータパケットがネットワーク内で伝
送されていることの指示を受信するまで、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントロー
ラ３６０がパケットエンジン３２０におけるデータパケットの伝送を制御することを可能
にすることを決定することができる。いくつかの実施形態では、そのような指示は、例え
ば、輻輳ウィンドウサイズ（肯定応答が受信されるときに増加し得る）が少なくとも所定
の閾値と等しいこと、または少なくとも閾値と等しいいくつかのデータパケットが伝送に
成功したことを反映する任意の他のパラメータを含むことができる。
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【００４７】
　前述の基準は、例えば、１　ＲＴＴ内でレートベースのデータ伝送コントローラ３５０
によってネットワークの中に伝送されるべきデータのサイズが少なくとも前述の閾値と等
しいことを含むこともできる。データ伝送制御コーディネータ３４０は、例えば、決定さ
れた伝送レートに基づいて、決定を行うことができる。そのように決定された１　ＲＴＴ
内で伝送されるべきデータのサイズは、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０に
よって伝送されるべきデータパケットのグループの総サイズ（例えば、前述のように、ダ
ウンストリームネットワークノードの待ち行列サイズに基づいて決定されることができる
）より大きいことも、より小さいことも可能である。レートベースのデータ伝送コントロ
ーラ３５０の制御下で１　ＲＴＴ内で伝送されるべきデータのサイズが、前述の閾値未満
である場合、データ伝送制御コーディネータ３４０は、レートベースの伝送を使用してＲ
ＴＴ内でデータパケットのグループの伝送を完了するためにネットワークが遅すぎる（輻
輳）ことを決定することができる。その結果、データ伝送制御コーディネータ３４０は、
輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０がパケットエンジン３２０におけ
るデータパケットの伝送を制御することを可能にすることを決定することができる。その
場合、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０は、輻輳ウィンドウサイズ
を１　ＲＴＴ内で決定された伝送レートで伝送されるべきデータの量と等しくなるように
設定することができる。ある場合、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６
０は、１　ＲＴＴ内において、輻輳ウィンドウの前述のサイズに基づいて、ある数のデー
タパケットを伝送することができる。伝送されたデータパケットのうちの少なくとも１つ
の肯定応答を受信後、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０は、次いで
、輻輳ウィンドウのサイズを増加させ、次いで、輻輳ウィンドウの増加させられたサイズ
に基づいて、次の組のデータパケットを伝送することができる。
【００４８】
　いくつかの実施形態では、データ伝送制御コーディネータ３４０は、レートベースのデ
ータ伝送コントローラ３５０を選択するように事前に構成されることもできる。事前に構
成された選択は、前述の基準のいずれかが満たされないとき、無効にされることができる
。いくつかの実施形態では、データ伝送制御コーディネータ３４０は、前述の基準のうち
の少なくともいくつかが満たされるとき、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントロー
ラ３６０を選択し、次いで、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０に切り替える
ように事前に構成されることもできる。
【００４９】
　図３Ｂは、本開示の実施形態に準拠する、図３Ａに図示される例示的アプライアンス１
４０の一部のブロック図である。いくつかの実施形態では、アプライアンス１４０のオペ
レーティングシステムは、利用可能なシステムメモリをカーネル空間（システム空間）お
よびユーザ空間（アプリケーション空間）と称されるものの中に配分、管理、または別様
に分離する。カーネル空間は、典型的には、任意のデバイスドライバ、カーネル拡張子、
または他のカーネル関連ソフトウェアを含むカーネルを起動させるために確保される。カ
ーネルは、オペレーティングシステムのコアであり、アプライアンス１４０のリソースお
よびハードウェア関連要素のアクセス、制御、および管理を提供することができる。アプ
ライアンス１４０のいくつかの実施形態によると、カーネル空間は、パケットエンジン３
２０、データ伝送コントローラ３３０、またはその任意の部分と共にいくつかのネットワ
ークサービスまたはプロセス作業を含むことができる。加えて、カーネルの実施形態は、
アプライアンス１４０によってインストール、構成、または別様に使用されるオペレーテ
ィングシステム次第であることができる。
【００５０】
　ユーザ空間は、そうでなければユーザモードで起動する、ユーザモードアプリケーショ
ンまたはプログラムによって使用されるオペレーティングシステムのメモリエリアもしく
は部分である。ユーザモードアプリケーションは、カーネル空間に直接アクセスすること
ができず、サービスコールを使用してカーネルサービスにアクセスする。オペレーティン
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グシステムは、アプリケーションの実行または起動およびユーザレベルプログラム、サー
ビス、プロセス、および／またはタスクのプロビジョニングのために、ユーザ空間を使用
する。例として、オペレーティングシステムは、ユーザ空間内のネットワークインターフ
ェース２１８Ａ－Ｎのソフトウェアを実行することができる。
【００５１】
　図５は、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御のための例示的実施形態のブロ
ック図である。前述のように、データ伝送コントローラ３３０は、パケットデータ５５０
のアクティブフローに関連する情報を含む、ＴＣＰ特性５３０等の１つ以上のＴＣＰ特性
をパケットエンジン３２０から受信するように構成されることができる。ＴＣＰ特性５３
０は、例えば、１つ以上の待ち行列遅延を含む情報、フロー輻輳を示す情報、１つ以上の
輻輳ウィンドウサイズを示す情報、およびアクティブフロー４５０内のパケットに対する
１つ以上の平均ラウンドトリップ時間を示す情報を含むことができる。フローは、パケッ
トがＴＣＰリンクを横断して送信および受信されているとき、「アクティブ」である。
【００５２】
　いくつかの実施形態によると、１つ以上のプロセッサ（例えば、ＣＰＵ２２１）が、デ
ータ伝送コントローラ３３０を実行する。データ伝送コントローラ３３０は、ＴＣＰ特性
５３０を受信し、次いで、ＴＣＰ特性５３０（例えば、現在の輻輳ウィンドウサイズ）に
基づいて、レートベースのデータ伝送制御がパケットエンジン３２０によるデータパケッ
トの伝送を制御するために使用されるべきか、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送制御が
そうするために使用されるべきかを決定することができる。レートベースのデータ伝送制
御が使用されるべき場合、データ伝送コントローラ３３０は、ＴＣＰ特性５３０（例えば
、待ち行列遅延、肯定応答の受信時間等）に基づいて、伝送レートおよびその伝送レート
において伝送されるべきデータパケットのグループの総サイズを決定することもできる。
データ伝送制御に関連するデータ（例えば、レートベースが使用されるべきか、または輻
輳ウィンドウベースの制御が使用されるべきか、伝送時間、伝送されるべきデータのサイ
ズ等）は、伝送構成５４０内に含まれることができ、それは、次いで、パケットエンジン
３２０に提供されることができる。
【００５３】
　図６は、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法６００を表すフロ
ーチャートである。図示されるプロシージャが、ステップを削除する、またはさらに追加
のステップを含むように改変されることができることは、容易に理解されるであろう。方
法６００は、アプライアンス（例えば、アプライアンス１４０）によって行われるように
説明されるが、方法６００は、単独で、またはアプライアンスと組み合わせて、他のデバ
イスによって行われることができることを理解されたい。
【００５４】
　初期開始後、アプライアンス１４０は、ステップ６０５において、例えば、１つ以上の
パケットエンジン（例えば、パケットエンジン３２０）を使用して、１つ以上のＴＣＰ特
性を第１のデータパケットの現在の伝送から決定することができる。ＴＣＰ特性は、例え
ば、輻輳ウィンドウサイズ、ＲＴＴ、第１のデータパケットに対応する肯定応答の受信時
間等を含むことができる。
【００５５】
　ステップ６１０では、アプライアンス１４０は、次の伝送のための第２のデータパケッ
トの組を受信することができる。アプライアンス１４０は、第２のデータパケットを、例
えば、ソフトウェアアプリケーションまたはアプライアンス１４０と通信可能に結合され
る他の物理的デバイス（例えば、クライアントデバイス１３０Ａ－Ｃ）から受信すること
ができる。いくつかの実施形態では、ステップ６１０は、ステップ６０５の前、後、また
はそれと並行して生じることができる。
【００５６】
　ステップ６１５では、アプライアンス１４０は、パケットの伝送を制御するために、レ
ートベースのデータ伝送制御がパケットエンジン３２０において使用されるべきかどうか
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を決定する。前述のように、決定は、１つ以上の所定の基準が満たされるかどうかに基づ
くことができる。ある場合、基準は、例えば、肯定応答の受信時間がネットワーク内のデ
ータの伝送レートの推定を提供し得るように、十分な数のデータパケットが伝送されてい
るかどうかを含むことができる。そのような決定は、例えば、ＴＣＰ特性内に含まれる輻
輳ウィンドウサイズ情報に基づくことができ、輻輳ウィンドウサイズ情報は、伝送および
肯定応答されているデータパケットの数を反映し得る。基準は、輻輳ウィンドウサイズが
少なくとも所定の閾値と等しいときに満たされることができる。さらに、ある場合、基準
は、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０によって１　ＲＴＴ内でネットワーク
の中に伝送されるべきデータのサイズが所定の閾値を超えることを含むこともでき、それ
は、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０によって伝送されるべきデータをハン
ドリングするためにネットワークが十分な容量を有することを示し得る。いくつかの実施
形態では、ステップ６１５は、図３Ａのデータ伝送制御コーディネータ３４０によって行
われることができる。
【００５７】
　アプライアンス１４０が、レートベースのデータ伝送制御が使用されるべきであること
を決定する（ステップ６１５において）場合、ステップ６２０において、アプライアンス
１４０は、第２のデータパケットの組を、例えば、パケットエンジン３２０において待ち
行列に入れることができる。アプライアンス１４０は、次いで、ステップ６２５において
受信された１つ以上のＴＣＰ特性に基づいて、第２のデータパケットの組のための伝送レ
ートを決定することができる。前述のように、伝送レートは、例えば、図４に図示される
ように、伝送されるデータパケットのサイズと対応する肯定応答の受信時間とに基づいて
決定されることができる。肯定応答の受信時間がまだ利用可能ではない場合（例えば、初
期伝送レートを計算するために）、伝送レートは、受信されたＴＣＰ特性内に含まれるＲ
ＴＴおよび輻輳ウィンドウサイズ情報に基づいて決定されることもできる。さらに、伝送
レートは、例えば、移動平均関数を使用して、事前に決定された伝送レートに基づいて決
定されることもできる。ある場合、第２のデータパケットのための伝送レートは、例えば
、肯定応答がパケットのグループの伝送の１　ＲＴＴ内で受信されないとき、またはパケ
ット損失が検出されるとき、事前に決定された伝送レートに基づいて決定されることもで
きる。
【００５８】
　伝送レートがステップ６２５において決定された後、レートベースのデータ伝送コント
ローラ３５０は、次いで、ステップ６３０において、パケットエンジン３２０における第
２のデータパケットの伝送を制御することができる。前述のように、レートベースのデー
タ伝送コントローラ３５０は、待ち行列に入れられた第２のデータパケット（または第２
のデータパケットから導出されるパケット）をグループにおいて伝送するように、パケッ
トエンジン３２０を制御することができ、各グループの伝送時間は、ある時間間隔によっ
て分離され、時間間隔は、ステップ６２５において決定された伝送レートに基づいて決定
されることができる。パケットの各グループのサイズは、例えば、伝送レート、伝送され
るべきデータの総サイズ等に基づいて決定されることもできる。レートベースのデータ伝
送コントローラ３５０は、次いで、時間間隔およびデータサイズ情報をパケットエンジン
３２０に伝送構成（例えば、伝送構成５４０）の一部として伝送することができる。パケ
ットエンジン３２０は、次いで、伝送構成に基づいて、データを伝送することができる。
【００５９】
　一方、データ伝送制御コーディネータ３４０が、ステップ６１５において、輻輳ウィン
ドウベースのデータ伝送制御が使用されるべきであることを決定する場合、輻輳ウィンド
ウベースのデータ伝送コントローラ３６０は、次いで、ステップ６３５において、１　Ｒ
ＴＴ内における伝送のためのある数の第２のデータパケットをパケットエンジン３２０に
提供することができる。提供される第２のデータパケットの数は、輻輳ウィンドウサイズ
に基づいて決定されることができる。ある場合、輻輳ウィンドウサイズは、ＴＣＰ特性内
に含まれる輻輳ウィンドウサイズ情報に基づいて決定されることができる。ある場合、輻
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輳ウィンドウサイズは、事前に決定された伝送レートにおける１　ＲＴＴ内で伝送される
べきデータのサイズの推定に基づいて決定されることができる。
【００６０】
　図７Ａ－７Ｃは、本開示の実施形態に準拠する、データ伝送制御の例示的方法７００を
表す、フローチャートである。図示されるプロシージャが、ステップを削除する、または
さらに追加のステップを含むように改変されることができることは、容易に理解されるで
あろう。方法７００は、アプライアンス（例えば、アプライアンス１４０）によって行わ
れるように説明されるが、方法７００は、単独で、またはアプライアンスと組み合わせて
、他のデバイスによって行われることもできることを理解されたい。
【００６１】
　初期開始後、アプライアンス１４０は、ステップ７０５において、例えば、１つ以上の
パケットエンジン（例えば、パケットエンジン３２０）を使用して、第１のデータパケッ
トの組を伝送することができる。第１のデータパケットの伝送後、アプライアンス１４０
は、ステップ７１０において、第１のデータパケットの組に対応する肯定応答を監視およ
び受信することができる。
【００６２】
　ステップ７１０における肯定応答の受信後、アプライアンス１４０は、次いで、ステッ
プ７１５において、受信された肯定応答が、第１のデータパケットのうちの１つ以上のも
のが、損失され、受信側（例えば、データ受信機４１２）への到達に失敗したことを示す
かどうかを決定することができる。前述のように、パケット損失の指示は、例えば、アプ
ライアンス１４０がデータ受信機４１２によって受信されたパケットのシーケンス番号を
示すＳＡＣＫを受信することから生じ得る。ＳＡＣＫからの情報に基づいて、アプライア
ンス１４０は、次いで、第１のデータパケットのうちの１つ以上のものがデータ受信機４
１２によって受信されず、損失されたことを決定することができる。パケット損失の指示
は、アプライアンス１４０が伝送後のある時間量（例えば、予期されるＲＴＴ）内に伝送
されたパケットに対する肯定応答を受信しないことからも生じ得る。
【００６３】
　アプライアンス１４０が、伝送された第１のデータパケットのうちのいずれも損失され
ていないことを決定する場合（ステップ７１５）、アプライアンス１４０は、次いで、図
７Ｂのステップ７２２に進むことができ、そこで、アプライアンス１４０は、次の伝送の
ための第２のデータパケットの組を受信することができる。アプライアンス１４０は、次
いで、ステップ７２４において、第１のデータパケットの伝送のＲＴＴを決定することが
できる。決定は、例えば、第１のデータパケットの伝送時間および対応する肯定応答の受
信時間に基づくことができる。ＲＴＴは、平均（例えば、ある数の第１のデータパケット
に対するＲＴＴの平均）およびフィルタ処理（例えば、第１のデータパケットに関連付け
られないＲＴＴの破棄、第１のデータパケットの他のＲＴＴと有意に異なるＲＴＴの破棄
等）等、後処理されることができる。いくつかの実施形態では、受信ステップ７２２は、
決定ステップ７２４後に生じることができる。
【００６４】
　第１のデータパケットの伝送のＲＴＴが、決定された後（ステップ７２４）、アプライ
アンス１４０は、次いで、ステップ７２６において、レートベースの伝送制御が第２のデ
ータパケットの次の伝送のために使用されるべきかどうかを決定することができる。上で
議論されたように、決定は、異なる要因に基づくことができる。例えば、接続が確立され
たばかりであるとき、レートベースの伝送制御は、輻輳ウィンドウサイズが、測定された
伝送レートが実際のネットワーク性能を反映し得るように、十分な数のパケットがネット
ワーク内で伝送されていることを示し得る所定の閾値に到達するまで使用されない。決定
は、例えば、アプライアンス１４０がレートベースの伝送を使用するように事前に構成さ
れるかどうかに基づくことができる。いくつかの実施形態では、ステップ７２６は、デー
タ伝送制御コーディネータ３４０によって行われることができる。
【００６５】
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　データ伝送制御コーディネータ３４０が、レートベースの伝送制御が第２のデータパケ
ットの伝送のために使用されるべきことを決定する場合（ステップ７２６）、レートベー
スのデータ伝送コントローラ３５０は、次いで、ステップ７２８において、伝送レートを
決定することができる。決定は、例えば、図４に図示されるように、第１のデータパケッ
トのサイズおよび対応する肯定応答の受信時間に基づくことができる。肯定応答の受信時
間がまだ利用可能ではない場合（例えば、初期伝送レートを計算するために）、伝送レー
トは、ＲＴＴおよび輻輳ウィンドウサイズに基づいて決定されることができる。さらに、
伝送レートは、例えば、移動平均関数を使用して、事前に決定された伝送レートに基づい
て決定されることができる。ある場合、第２のデータパケットのための伝送レートは、例
えば、肯定応答が第１のデータパケットの伝送の１　ＲＴＴ内で受信されないとき、事前
に決定された伝送レートに基づいて決定されることができる。
【００６６】
　第２のデータパケットのための伝送レートが決定された後（ステップ７２８）、レート
ベースのデータ伝送コントローラ３５０は、次いで、ステップ７３０において、１　ＲＴ
Ｔ（ステップ７２４おいて決定された）が、例えば、第１のデータパケットの伝送から経
過したかどうかを決定することができる。上で議論されるように、伝送レートは、ＲＴＴ
毎に１回または１　ＲＴＴより長い時間長の間に更新されることができる。いくつかの実
施形態では、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０が、ステップ７３０において
、１　ＲＴＴが経過していないことを決定する場合、１　ＲＴＴが経過するまで、ステッ
プ７２８において決定された伝送レートを使用せずに、終了に進むことができる。
【００６７】
　一方、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０が、ステップ７３０において、少
なくとも１　ＲＴＴが経過したことを決定する場合、ステップ７３２において、伝送され
るべき第２のデータパケットの各グループの伝送時間およびサイズを決定することができ
る。上で議論されるように、第２のデータパケットは、グループにおいて送信されること
ができ、各グループの伝送時間は、ある時間間隔によって分離される。レートベースのデ
ータ伝送コントローラ３５０は、例えば、ステップ７２８において決定された伝送レート
に基づいて、伝送時間を決定することができる。例えば、上で議論されるように、伝送さ
れているデータパケットのグループのサイズと時間間隔の時間長との間の比率は、伝送レ
ートを反映することができる。レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、例えば
、ネットワークノードにおける待ち行列遅延を反映し得るステップ７２４において決定さ
れたＲＴＴ情報に基づくそのダウンストリームネットワークノード（例えば、ルータ）に
おける待ち行列サイズの推定に基づいて、伝送されるべきデータパケットのグループのサ
イズを決定することができる。ある場合、パケットの各グループのデータサイズは、同じ
であることができる。ある場合、伝送時間は、同じ時間間隔によって分離されることがで
きる。パケット情報の伝送時間およびサイズが、ステップ７３２において決定された後、
レートベースのデータ伝送コントローラ３５０は、次いで、情報をパケットエンジン３２
０に構成データ（例えば、伝送構成５４０）の形態で提供することができる。パケットエ
ンジン３２０は、次いで、ステップ７３４において、第２のデータパケットをグループで
伝送することができる。
【００６８】
　一方、データ伝送制御コーディネータ３４０が、ステップ７２６において、レートベー
スの伝送制御が第２のデータパケットの次の伝送のために使用されるべきではないことを
決定する場合（例えば、輻輳ウィンドウベースの伝送制御を使用するための事前構成に起
因して）、次いで、ステップ７３６において、１　ＲＴＴ中にレートベースの伝送を使用
して伝送されるデータのサイズ（ステップ７２４において決定された）が少なくとも閾値
と等しいかどうかを決定することができる。前述のように、決定は、ネットワークが決定
された伝送レートにおいて伝送されるデータをハンドリングするための容量を有するかど
うかについての指示を提供することができる。データ伝送制御コーディネータ３４０が、
ステップ７３６において、１　ＲＴＴ中にレートベースの伝送を使用して伝送されるデー
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タのサイズが少なくとも閾値と等しいことを決定する場合、ステップ７２８に進み、レー
トベースのデータ伝送コントローラ３５０が第２のデータパケットの伝送を制御すること
を可能にすることができる。
【００６９】
　データ伝送制御コーディネータ３４０が、１　ＲＴＴ中にレートベースの伝送を使用し
て伝送されるデータのサイズが閾値を超えないことを決定する場合（ステップ７３６）、
輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０が第２のデータパケットの伝送を
制御することを可能にするように進むことができる。パケットエンジン３２０は、例えば
、旧来のＴＣＰ輻輳回避アルゴリズムに従って受信された肯定応答に基づいて、または事
前に決定された伝送レートにおいて１　ＲＴＴ内で伝送されるべき推定されたデータのサ
イズに基づいて、輻輳ウィンドウサイズを決定することができる。輻輳ウィンドウベース
のデータ伝送コントローラ３６０は、次いで、輻輳ウィンドウサイズに基づいて、伝送の
ために、ある数の第２のデータパケットをパケットエンジン３２０に提供することができ
る。パケットエンジン３２０は、次いで、ステップ７３８において、その数の第２のデー
タパケットを伝送することができる。いくつかの実施形態では（図７Ｂには図示せず）、
ステップ７３８において、その数の第２のデータパケットが伝送される、１　ＲＴＴ中、
増加させられた輻輳ウィンドウサイズが所定の閾値を超えるように、輻輳ウィンドウが増
加させられる場合（例えば、ステップ７３８に先立って、またはその間、伝送されるデー
タパケットに対応する肯定応答の受信に起因して）、データ伝送制御コーディネータ３４
０は、レートベースの伝送に切り替わることを決定し、ステップ７２８に戻ることができ
る。
【００７０】
　図７Ａに戻って参照すると、アプライアンス１４０が、ステップ７１５において、伝送
される第１のデータパケットのうちの少なくとも１つが損失されていることを決定する場
合、アプライアンス１４０は、図７Ｃのステップ７５２に進むことができ、そこで、アプ
ライアンス１４０は、次の伝送のために、第２のデータパケットの組を受信することがで
きる。アプライアンス１４０は、次いで、ステップ７５４において、前のＲＴＴにおいて
決定された伝送レートに基づいて、第２のデータパケットのための伝送レートを決定する
ことができる。ある場合、決定された伝送レートは、ある係数によってさらに低減させら
れ、ネットワークのオーバーロードのリスクを軽減することができる。
【００７１】
　伝送レートが決定された後、アプライアンス１４０（例えば、データ伝送制御コーディ
ネータ３４０）は、次いで、ステップ７５６において、１　ＲＴＴ中にレートベースの伝
送を用いて伝送されるデータのサイズ（ステップ７２４において計算される）が少なくと
も閾値と等しいかどうかを決定することができる。ステップ７５６における決定は、図７
Ｂのステップ７３６に説明されるものと類似し、その詳細は、ここでは繰り返されない。
【００７２】
　データ伝送制御コーディネータ３４０が、１　ＲＴＴ中にレートベースの伝送を用いて
伝送されるデータのサイズが少なくとも閾値と等しいことを決定する場合（ステップ７５
６）、次いで、レートベースのデータ伝送コントローラ３５０が、ステップ７５４におい
て決定された伝送レートに基づいて、第２のデータパケットの伝送を制御することを可能
にするように進むことができる。ステップ７５８では、レートベースのデータ伝送コント
ローラ３５０は、レートベースの伝送のための第２のデータパケットのグループの伝送時
間およびサイズを決定することができる。パケットエンジン３２０は、次いで、ステップ
７６０において、第２のデータパケットのグループを伝送することができる。ステップ７
５８および７６０は、図７Ｂのステップ７３２および７３４に類似し、その詳細は、ここ
では繰り返されない。
【００７３】
　一方、データ伝送制御コーディネータ３４０が、ステップ７５６において、１　ＲＴＴ
中にレートベースの伝送を用いて伝送されるデータのサイズが閾値を超えないことを決定
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する場合、輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０が第２のデータパケッ
トの伝送を制御することを可能にするように進むことができる。パケットエンジン３２０
は、例えば、旧来のＴＣＰ輻輳回避アルゴリズムに従って受信された肯定応答に基づいて
、またはステップ７５４において決定された伝送レートにおいて１　ＲＴＴ内で伝送され
るべき推定されたデータのサイズに基づいて、輻輳ウィンドウサイズを決定することがで
きる。輻輳ウィンドウベースのデータ伝送コントローラ３６０は、次いで、ステップ７６
２において、輻輳ウィンドウサイズに基づいて、１　ＲＴＴ内における伝送のために、あ
る数の第２のデータパケットをパケットエンジン３２０に提供することができる。いくつ
かの実施形態では（図７Ｃには図示せず）、ステップ７６２において、その数の第２のデ
ータパケットが輻輳ウィンドウを使用して伝送される１　ＲＴＴ中、増加させられた輻輳
ウィンドウサイズが所定の閾値を超えるように輻輳ウィンドウが増加させられる場合（例
えば、ステップ７６２に先立って、またはその間、伝送されるデータパケットに対応する
肯定応答の受信に起因して）、データ伝送制御コーディネータ３４０は、レートベースの
伝送に切り替わることを決定し、ステップ７５８に戻ることができる。
【００７４】
　本開示の実施形態を用いることで、データは、実際のネットワーク性能を反映する伝送
レートで伝送されることができる。その結果、データの伝送は、帯域幅および待ち時間変
動、不規則パケット、ストレッチ肯定応答等によって殆ど影響されず、それらは、旧来の
ＴＣＰ輻輳制御機構下において、無線ネットワークに一般的であり、パケット損失がネッ
トワーク輻輳および輻輳ウィンドウサイズの対応する変化に起因するという正しくない決
定につながり得る。データの伝送レートは、次いで、ランダムパケット損失に照らして、
維持されることができ、ネットワークのオーバーロードおよび過小利用の両方が、回避さ
れることができる。そのような配置は、ネットワーク性能も劣化させ得る接続における主
なバーストを回避することができる。ネットワークデータフローの効率は、その結果、改
良されることができる。
【００７５】
　前述の明細書では、実施形態が、実装毎に変動し得る多数の具体的詳細を参照して説明
された。説明される実施形態のある適応および修正が行われることができる。他の実施形
態は、本明細書に開示される実施形態の仕様および実践の検討から当業者に明白となり得
る。明細書および実施例は、例示にすぎないものとして見なされることが意図される。ま
た、図に示されるステップのシーケンスは、例証目的のために意図されるものであり、ス
テップの任意の特定のシーケンスに限定されることを意図するものではない。したがって
、当業者は、これらのステップが、同一方法を実装しながら、異なる順序で行われること
ができることを理解し得る。
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【図７Ｃ】
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